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        公布された条例のあらまし         

 

◇鳥取県盛土等に係る斜面の安全確保に関する条例 

１ 条例の制定理由 

盛土及び切土の施工、斜面地の工作物の設置並びに建設発生土の搬出の適正化に関して必要な事項を定める

ことにより、斜面の安全の確保、災害発生の防止並びに良好な自然環境及び生活環境の保全を図り、もって県

土の秩序ある利用並びに県民の生活の安全及び安心を確保する。 

２ 条例の概要 

(１) 県の責務並びに市町村及び事業者の役割 

ア 県は、条例の目的を達成するため、市町村と連携し必要な措置を講ずるものとする。 

イ 事業者は、特定事業（一定規模以上の盛土若しくは切土（以下「特定盛土」という。）の施工又は斜面

地等に設置する一定規模以上の工作物（以下「特定工作物」という。）に係る工事（以下「特定工事」と

いう。）を行う事業をいう。以下同じ。）の実施に当たっては、県が定める技術基準に従うとともに、特

定盛土又は特定工作物の維持管理及び撤去に要する費用を確保しなければならないものとする。 

(２) 特定事業の許可等 

ア 事業者は、特定事業の許可の申請を行う前に、近隣関係者に対し、特定事業に係る計画（以下「事業計

画」という。）の内容について、説明を行わなければならないこととする。 

イ 特定事業を実施しようとする事業者は、特定工事に着手する前に、知事の許可を受けなければならない

こととする。 

ウ イの許可を受けた者（以下「許可事業者」という。）は、事業計画を変更しようとするときは、変更に

係る工事に着手する前に、知事の許可を受けなければならないこととする。 

エ 許可事業者は、当該事業区域内に氏名又は名称その他規則で定める事項を記載した標識を掲示しなけれ

ばならないこととする。 

オ 許可事業者は、特定工事に着手する日の前日までに、その旨を知事に届け出るとともに、当該特定事業

を行う土地の所有者等に対して、通知をしなければならないこととする。 

カ 許可事業者は、特定事業を実施するに当たっては、知事が行う中間検査及び完了検査を受けなければな

らないこととする。 

キ 許可事業者は、特定工事に着手した日から６月間ごとに工事の状況について、知事に報告しなければな

らないこととする。 

ク 特定盛土に係る工事を行った許可事業者は、当該事業の完了又は廃止の日から10年間、１年ごとに特定

事業の状況について、知事に報告しなければならないこととする。 

ケ 特定工作物を設置した許可事業者については、特定工作物を撤去するまでの間、クと同様の報告を要す

ることとする。 

コ 許可事業者は、特定盛土等を事業の用に供しないこととする場合等は、当該特定盛土等の撤去等を行わ

なければならないこととする。 

サ 許可事業者は、次に掲げる特定事業の実施に当たっては、あらかじめ保証金を知事と協議して定める金

融機関に預入しなければならないこととする。 

(ア) 斜面地において建設発生土を盛土し、又は宅地造成を行う事業 

(イ) 特定工作物に係る工事を行う事業 

シ サにより保証金を預入した者は、当該保証金に係る預金債権について県と質権設定契約を締結するとと

もに、県に対抗要件を備えさせなければならないこととする。 

ス サの保証金は、事業者が知事の命令に係る措置を履行しなかったことにより斜面の安全の確保等に支障

が生じると認める場合に、当該支障の除去等の措置に要する費用に充てることができることとする。 

(３) 特定建設発生土搬出の許可等 

ア 発注者は、特定建設発生土搬出（一定規模以上の建設発生土の搬出をいう。以下同じ。）を実施すると



  令和３年 12月 24日 金曜日     鳥 取 県 公 報             号外第 112号   

- 3 - 

きは、知事の許可を受けなければならないこととする。 

イ アの許可を受けようとする者は、特定建設発生土搬出を行う事業に係る計画（以下「搬出事業計画」と

いう。）等を添付した許可申請書を知事に提出しなければならないこととする。 

ウ 発注者又は元請負人が建設発生土の適正処理の促進のためのトレーサビリティシステムについて、利用

者としての登録をしたときは、イの搬出事業計画を策定したものとみなすこととする。 

エ アの許可を受けた者（以下「搬出許可事業者」という。）は、搬出事業計画の変更をしようとするとき

は、知事の許可を受けなければならないこととする。 

オ 搬出許可事業者は、特定建設発生土搬出を完了し、又は廃止したときは、その旨を知事に報告しなけれ

ばならないこととする。 

(４) 雑則 

ア 知事は、斜面の安全の確保等のため、必要な巡視活動、報告徴収、立入検査、指導及び助言を行うもの

とする。 

イ 知事は、許可事業者又は搬出許可事業者に対し、斜面の安全の確保等のため、必要な措置を講ずるよう

勧告できることとする。 

ウ 知事は次の者に対し、条例の目的を達成するために支障が生じないよう措置を講ずべきことを命ずるこ

とができることとする。 

(ア) (１)イの技術基準に従わずに特定事業を実施した者 

(イ) (２)イ又はウの許可を受けずに特定事業を実施した者 

(ウ) (３)ア又はエの許可を受けずに特定建設発生土搬出を実施した者 

エ 知事は、イの勧告をした場合において、なお斜面の安全の確保等に重大な支障が生じるおそれがあると

認めるときは、許可事業者又は搬出許可事業者に対し、必要な措置を講ずべきことを命ずることができる

こととする。 

オ 知事は、ウ又はエの場合によるほか、斜面の安全の確保等に急迫かつ著しい支障が生じるおそれがある

と認めるときは、特定事業又は特定建設発生土搬出を実施している者に対し、必要な措置を講ずべきこと

を命ずることができることとする。 

カ 知事は、ウからオまでの命令を受けた者が当該命令に従わないときは、その旨及び命令に従わない者の

氏名又は名称を公表するものとする。 

(５) 罰則 

ア 次のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

(ア) (２)イ又はウの許可を受けないで特定事業を行った者 

(イ) 偽りその他不正の手段により(２)イ又はウの許可を受けた者 

(ウ) 正当な理由がなく(４)ウからオまでの命令に違反した者 

イ 次のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。 

(ア) (２)エに違反して標識を掲示しなかったもの 

(イ) (２)カの中間検査又は完了検査の結果に係る通知を受けずに特定の工程後の工事をし、又は許可に

係る土地若しくは工作物を事業の用に供し、若しくは供させた者 

(ウ) (２)キからケまでの報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(エ) (３)ア又はエの許可を受けないで、特定建設発生土搬出を実施した者 

(オ) 偽りその他不正の手段により(３)ア又はエの許可を受けた者 

(カ) (４)アの報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は立入

調査を拒み、妨げ、忌避し、若しくは虚偽の答弁をした者 

ウ (３)オに違反して報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30万円以下の罰金に処する。 

(６) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和４年５月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 
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◇鳥取県新型コロナウイルス感染拡大防止のためのクラスター対策等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

未だに終息しない新型コロナウイルス感染症の流行がクラスターの発生を契機として爆発的に拡大するおそ

れがあるため、条例の失効期限を延長する。 

２ 条例の概要 

(１) 条例の失効期限を令和５年１月31日（現行 令和４年１月31日）まで延長する。  

(２) 施行期日は、公布の日とする。 

 

◇鳥取県吏員等退職年金及退職一時金二関スル条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

株式会社日本政策金融公庫が行う恩給担保金融に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 株式会社日本政策金融公庫が行う退職年金等を担保とする貸付けが廃止されたことに伴い、所要の改正

を行う。 

(２) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和４年４月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

都市計画法等の一部が改正され、市街化調整区域に係る開発行為を認めることができる要件が見直されたこ

とに伴い、所要の改正を行う、 

２ 条例の概要 

(１) 市街化調整区域に係る開発行為を認めることができない市街化不適当区域に、災害危険区域、地すべり

防止区域、急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害警戒区域（これらの区域のうち災害を防止し、又は軽減する

ための施設の整備その他の防災対策措置が講じられていると知事が認める区域を除く。）等の区域を追加す

る。  

(２) 市街化調整区域内において移転建築物等に代わる建築物等を建設することができる事由として、移転建

築物等が浸水被害防止区域内に所在することを追加する。 

(３) その他所要の規定の整備を行う。 

(４) 施行期日は、令和４年４月１日とする。 

 

◇鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

住宅の品質確保の促進等に関する法律の一部改正に伴い、手数料の額の変更を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 次のとおり、住宅の構造及び設備が長期使用構造等である旨が記載された確認書又は住宅性能評価書の

添付がある場合における長期優良住宅建築等計画の認定に係る手数料の額を改定する。 

事務の区分 

手数料 

単位 

金額 

改定後 

現行 

基準適合証

の添付があ

る場合 

住宅性能評

価書の添付

がある場合 



  令和３年 12月 24日 金曜日 鳥 取 県 公 報  号外第 112号 

- 5 -

ア 一戸建ての住宅の新築に係る長期優良

住宅建築等計画 

１件につき 11,000円 11,000円 19,000円 

イ 一戸建ての住宅以外の住宅の新築に係る長期優良住宅建築等計画

(ア) 床面積合計が500平方メートル以

下 

１件につき 21,000円 23,000円 40,000円 

(イ) 床面積合計が500平方メートル超

1,000平方メートル以下 

１件につき 34,000円 37,000円 64,000円 

(ウ) 床面積合計が1,000平方メートル

超3,000平方メートル以下 

１件につき 57,000円 63,000円 118,000円 

(エ) 床面積合計が3,000平方メートル

超5,000平方メートル以下 

１件につき 91,000円 121,000円 207,000円 

(オ) 床面積合計が5,000平方メートル

超10,000平方メートル以下 

１件につき 139,000円 228,000円 341,000円 

(カ) 床面積合計が10,000平方メート

ル超20,000平方メートル以下

１件につき 237,000円 423,000円 631,000円 

(キ) 床面積合計が20,000平方メート

ル超30,000平方メートル以下

１件につき 300,000円 603,000円 882,000円 

(ク) 床面積合計が30,000平方メート

ル超

１件につき 340,000円 718,000円 1,067,000円 

ウ 一戸建ての住宅以外の住宅の増築又は改築に係る長期優良住宅建築等計画

(ア) 床面積合計が500平方メートル以

下 

１件につき 31,000円 34,000円 

(イ) 床面積合計が500平方メートル超

1,000平方メートル以下 

１件につき 51,000円 55,000円 

(ウ) 床面積合計が1,000平方メートル

超3,000平方メートル以下 

１件につき 85,000円 94,000円 

(エ) 床面積合計が3,000平方メートル

超5,000平方メートル以下 

１件につき 137,000円 182,000円 

(オ) 床面積合計が5,000平方メートル

超10,000平方メートル以下 

１件につき 209,000円 341,000円 

(カ) 床面積合計が10,000平方メート

ル超20,000平方メートル以下

１件につき 355,000円 634,000円 

(キ) 床面積合計が20,000平方メート

ル超30,000平方メートル以下

１件につき 450,000円 904,000円 

(ク) 床面積合計が30,000平方メート

ル超

１件につき 510,000円 1,078,000円 

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、令和４年２月20日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例

１ 条例の改正理由 

銃砲刀剣類所持等取締法の一部が改正され、クロスボウを所持しようとする者は公安委員会の許可を受けな

ければならないこととされたこと等に伴い、これらの新たな事務について新たに手数料を徴収する。 

２ 条例の概要 
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(１) 次のとおり新たに手数料を徴収する。 

事務の区分 
手数料 

単位 金額 

ア クロスボウの所持

の許可 

 

(ア) 現に許可を受けてクロスボウを所持する

者に対するもの 

１件につき 6,800円 

 同時に複数のクロスボウの所持の許可を

受けようとする場合の２件目以後の許可 

１件につき 4,300円 

(イ) (ア)に掲げるもの以外のもの １件につき 10,500円 

  同時に複数のクロスボウの所持の許可を

受けようとする場合の２件目以後の許可 

１件につき 6,700円 

イ クロスボウの取扱

いに関する講習の実

施 

(ア) 現に許可を受けてクロスボウを所持する

者に対するもの 

１件につき 

 

3,000円 

 

(イ) (ア)に掲げるもの以外のもの １件につき 6,900円 

ウ 国際競技に参加するため入国する外国人に対するクロスボウの所持

の許可 

１件につき 3,900円 

  同時に複数のクロスボウの所持の許可を受け

ようとする場合の２件目以後の許可 

１件につき 1,800円 

エ クロスボウの所持

の許可の更新 

(ア) 新たな許可証の交付を伴うもの １件につき 7,200円 

 同時に複数のクロスボウの所持の許可の

更新を受けようとする場合の２件目以後の

許可の更新及び同時にクロスボウの所持の

許可を受けようとする場合の許可の更新 

１件につき 4,800円 

(イ) 新たな許可証の交付を伴わないもの １件につき 6,800円 

 同時に複数のクロスボウの所持の許可の

更新を受けようとする場合の２件目以後の

許可の更新及び同時にクロスボウの所持の

許可を受けようとする場合の許可の更新 

１件につき 4,400円 

オ クロスボウの射撃練習を行う資格の認定 １件につき 9,300円 

 同時に複数のクロスボウの射撃練習を行う資格の認定を受けようと

する場合の２件目以後の認定 

１件につき 5,600円 

(２) 施行期日は、銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律の施行の日とする。 

 

        公布された規則のあらまし         

 

◇鳥取県吏員等退職年金及び退職一時金に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

  鳥取県吏員等退職年金及退職一時金ニ関スル条例の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 規則の概要 

(１) 年金である恩給の受給手続等について所要の規定の整備を行う。 

(２) 施行期日は、令和４年４月１日とする。 
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条 例

鳥取県盛土等に係る斜面の安全確保に関する条例をここに公布する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第43号 

鳥取県盛土等に係る斜面の安全確保に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 特定事業の許可等（第６条－第21条） 

第３章 特定建設発生土搬出の許可等（第22条－第26条） 

第４章 雑則（第27条－第34条） 

第５章 罰則（第35条－第38条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、盛土及び切土の施工、斜面地の工作物の設置並びに建設発生土の搬出の適正化に関して必

要な事項を定めることにより、斜面の安全の確保、災害発生の防止並びに良好な自然環境及び生活環境の保全

を図り、もって県土の秩序ある利用並びに県民の生活の安全及び安心を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 土砂 土、砂又はこれらに類するものであって、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第

137号。以下「廃掃法」という。）第２条第１項に規定する廃棄物以外のものをいう。 

(２) 特定盛土 盛土又は切土（以下「盛土等」という。）を施工する土地であって、次のいずれかに該当す

るものをいう。 

ア 盛土等を施工する土地の区域の面積が2,000平方メートル以上であり、かつ、盛土等の施工に係る地盤

面の最も低い地点と地盤面の最も高い地点の標高の差（以下「地盤高低差」という。）が１メートル以上

となるもの 

イ 地盤高低差が５メートル以上となるもの

(３) 特定工作物 斜面地（地盤面の最も低い地点と地盤面の最も高い地点の標高の差が５メートルを超え、

かつ、傾斜度が水平面に対し15度を超える土地を含む一団の区域をいう。以下同じ。）及び当該斜面地の周

辺の土地として規則で定める土地に設置する工作物であって、その工作物の水平投影面積の合計が300平方

メートル以上又は高さが15メートル以上となるものをいう。

(４) 特定事業 特定盛土又は特定工作物（以下「特定盛土等」という。）に係る工事（以下「特定工事」と

いう。）を行う事業その他規則で定める事業をいう。 

(５) 事業区域 特定事業を行う一団の土地の区域をいう。

(６) 建設発生土 建設工事に伴い副次的に得られる土砂をいう。

(７) 特定建設発生土搬出 建設発生土を当該建設工事の区域から搬出する行為（土砂を利用することを目的

として、土砂を一時的に搬出し、又はたい積させる行為（以下「仮置き」という。）を含む。）であって、

その土砂の体積が500立方メートル以上となるものをいう。 

(８) 事業者 特定工事又は建設工事の発注者（他の者から請け負った特定工事又は建設工事の発注者を除く。

以下同じ。）、請負契約によらないで、特定工事又は建設工事を自ら行う者その他規則で定める者をいう。 

(９) 所有者等 特定事業を行う土地の所有者、管理者、占有者、地上権又は賃借権を有する者その他の当該

土地の使用、収益、管理又は処分に関する権限を有する者をいう。 

（県の責務及び市町村との連携） 
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第３条 県は、第１条の目的を達成するため、必要な措置を適切かつ円滑に講ずるものとする。 

２ 県は、前項の措置を講ずるに当たり、市町村と連携を図るものとする。 

（事業者及び所有者等の責務） 

第４条 事業者及び所有者等は、特定事業の実施に当たっては、次項及び第３項に定めるもののほか、関係法令

を遵守するとともに、斜面の安全の確保、災害発生の防止並びに良好な自然環境及び生活環境を保全するため

に必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、特定事業の実施に当たっては、次に掲げる事項について規則で定める基準（以下「技術基準」と

いう。）に従わなければならない。 

(１) 事業区域及びその周辺区域における斜面の安全の確保その他災害の発生の防止に関する事項

(２) 特定盛土等の構造の安全性に関する事項

(３) 事業区域及びその周辺地域における良好な自然環境及び生活環境の保全に関する事項

(４) 特定盛土等の維持管理に関する事項

(５) 前各号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するために必要と認められる事項

３ 事業者及び所有者等は、計画的な資金の積立てその他の方法により、次に掲げる費用を確保しなければなら

ない。 

(１) 特定盛土等の維持管理に要する費用

(２) 特定盛土等の撤去、原状回復その他斜面の安全の確保、災害の発生並びに良好な自然環境及び生活環境

の保全を図るために講ずる措置並びにこれに伴い発生する建設発生土及び廃棄物の処分に要する費用 

（土地の所有者、管理者等の責務） 

第５条 土地の所有者、管理者、占有者、地上権又は賃借権を有する者その他の当該土地の使用、収益、管理又

は処分に関する権限を有する者は、斜面の安全を損ない、災害発生を助長し、又は良好な自然環境若しくは生

活環境を損なうおそれのある事業者に対して、当該土地を使用させ、又は管理させることのないよう努めなけ

ればならない。 

第２章 特定事業の許可等 

（近隣関係者への説明） 

第６条 事業者は、次に掲げる申請を行う前に、生活環境に著しい影響を受けるおそれがある者として規則で定

める者（以下「近隣関係者」という。）に対し、実施しようとする特定事業に係る計画（以下「事業計画」と

いう。）の内容について、説明会の開催その他の方法により説明を行わなければならない。 

(１) 次条第１項の規定に基づく特定事業の実施に係る許可の申請

(２) 第９条第１項の規定に基づく事業計画の変更に係る許可の申請

２ 前項の説明を行うに当たっては、事業者は、事業計画の内容について近隣関係者の理解が得られるよう努め

なければならない。 

（特定事業の実施に係る許可） 

第７条 特定事業を実施しようとする事業者（新たな盛土等の施工又は特定工作物の設置その他の事由により、

当該事業が特定事業に該当することとなった場合における当該事業者を含む。）は、特定工事に着手する前に、

知事の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる特定事業の実施については、この限りでない。 

(１) 災害復旧のために必要な応急措置として行う特定事業

(２) 国、地方公共団体その他規則で定める公共的団体（以下「国等」という。）が行う特定事業

(３) その他規則で定める特定事業

２ 前項の許可を受けようとする者は、事業計画を記載した書類（以下「事業計画書」という。）その他規則で

定める書類を添付した許可申請書を知事に提出しなければならない。 

３ 事業計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１) 事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）

(２) 特定事業の実施予定日及び完了予定日

(３) 事業区域の所在地及び面積
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(４) 特定事業の実施に係る工事費の総額

(５) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

４ 第１項の規定にかかわらず、規則で定める特定事業を実施しようとする者は、特定工事に着手する前にその

旨を知事に届け出なければならない。 

（許可の基準等） 

第８条 知事は、前条第２項の許可申請書の提出があった場合において、当該申請に係る特定事業が次の各号の

いずれにも該当していると認めるときでなければ、前条第１項の許可をしてはならない。 

(１) 事業計画の内容が技術基準に適合していること。

(２) 第18条第１項の規定による保証金の預入が必要な場合にあっては、保証金の預入がされ、並びに同条第

３項の規定により県との質権設定契約が締結され、及び当該質権の設定について県に民法（明治29年法律第

89号）第364条の規定による対抗要件（以下単に「対抗要件」という。）を備えさせていること。 

(３) 事業区域又はこれに近接する土地に特定工事を管理するための事務所を設置し、当該事務所に現場責任

者を常駐させること。 

(４) 許可を受けようとする者が次のいずれにも該当しないこと。

ア 第14条の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者（当該許可を取り消さ

れた者が法人である場合においては、当該取消しの日前30日以内に当該法人の役員又はこれらに準ずる者

であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。）

イ 鳥取県暴力団排除条例（平成23年鳥取県条例第３号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力

団員等」という。）又は暴力団員等を役員、代理人、支配人その他の使用人としている法人若しくは個人

２ 知事は、前条第１項の許可に、斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の

保全を図るために必要な条件を付すことができる。 

３ 知事は、前条第１項の許可の申請に対して、許可をし、又はしないこととしたときは、その旨を当該申請を

行った者に通知するものとする。 

（事業計画の変更の許可等） 

第９条 第７条第１項の許可を受けた者（以下「許可事業者」という。）は、当該許可に係る事業計画を変更し

ようとするときは、当該変更に係る工事に着手する前に、規則で定めるところにより、知事の許可を受けなけ

ればならない。ただし、次に掲げる変更をしようとするときは、この限りでない。 

(１) 特定事業に係る規則で定める軽微な変更

(２) 特定盛土等の維持管理に係る規則で定める軽微な変更

２ 許可事業者は、前項ただし書に規定する変更をしたときは、遅滞なく、規則で定めるところにより、知事に

届け出なければならない。 

３ 第７条第２項及び第３項並びに前条の規定は、第１項の許可について準用する。 

（標識の掲示）  

第10条 許可事業者は、当該事業区域内の公衆の見やすい場所に、当該許可に係る特定事業を行っている間、氏

名又は名称その他規則で定める事項を記載した標識を掲示しなければならない。  

２ 許可事業者は、前項の標識に記載した事項に変更が生じた場合には、遅滞なく、当該標識を書き換えなけれ

ばならない。  

３ 許可事業者は、第14条の規定により許可を取り消されたとき、又は当該特定事業を完了し、若しくは廃止し

たときは、速やかに標識を撤去しなければならない。  

（着手届）  

第11条 許可事業者は、当該許可に係る特定工事に着手しようとするときは、着手する日の前日までに、その旨

を知事に届け出るとともに、当該特定事業を行う土地の所有者等に対して、規則で定めるところにより通知し

なければならない。 

（特定事業の中間検査） 

第12条 許可事業者は、特定工事（第９条第１項の変更に係る工事を含む。）に次の各号に掲げる工程（以下



  令和３年 12月 24日 金曜日 鳥 取 県 公 報  号外第 112号 

- 10 -

「特定工程」という。）を含む場合において、当該特定工程に係る工事を終えたときは、その都度、規則で定

めるところにより、その特定工事が許可を受けた事業計画の内容に適合しているかどうかについて、遅滞なく、

知事の検査（以下「中間検査」という。）を受けなければならない。 

(１) 特定工事を行う地盤の状態を確認する工程のうち規則で定める工程

(２) 特定盛土に埋設される排水設備を設置する工程のうち規則で定める工程

(３) 特定工作物の基礎を設置する工程のうち規則で定める工程

２ 知事は、中間検査の結果、特定工程が許可を受けた事業計画の内容に適合していると認め、又は適合してい

ないと認めたときは、規則で定めるところにより、許可事業者に通知するものとする。 

３ 許可事業者は、前項の規定による特定工程が許可を受けた事業計画の内容に適合していると認める旨の通知

を受けた後でなければ、特定工程後の工程の工事をしてはならない。 

（特定事業の完了検査） 

第13条 許可事業者は、特定工事を完了し、又は廃止したときは、規則で定めるところにより、その特定事業が

許可を受けた事業計画の内容に適合しているかどうかについて、遅滞なく、知事の検査（以下「完了検査」と

いう。）を受けなければならない。 

２ 知事は、完了検査の結果、特定事業が許可を受けた事業計画の内容に適合していると認め、又は適合してい

ないと認めたときは、規則で定めるところにより、許可事業者に通知するものとする。 

３ 許可事業者は、前項の規定による特定事業が許可を受けた事業計画の内容に適合していると認める旨の通知

を受ける前に許可に係る土地又は工作物を事業の用に供し、又は供させてはならない。 

（許可の取消し） 

第14条 知事は、許可事業者が次のいずれかに該当するときは、第７条第１項及び第９条第１項の許可を取り消

すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により、第７条第１項又は第９条第１項の許可を受けたとき。

(２) 第７条第１項又は第９条第１項の許可に付した条件に違反したとき。

(３) 第７条第１項又は第９条第１項の許可に係る事業計画に違反して特定事業を実施したとき。

(４) 第７条第１項又は第９条第１項の許可を受けた日から起算して１年を経過した日までに特定工事に着手

せず、又は１年以上特定工事を中断しているとき。 

(５) 第７条第２項（第９条第３項において準用する場合を含む。）に規定する事業計画書に示された特定事

業の完了予定日の翌日から起算して14日を経過する日までに完了検査を受けなかったとき。 

(６) 第12条第１項の規定による中間検査を受けずに、又は同条第２項の規定による特定工程が許可を受けた

事業計画の内容に適合していると認める旨の通知を受けずに特定工程後の工程の工事に着手したとき。 

(７) 前条第１項の規定による完了検査を受けずに、又は同条第２項の規定による特定事業が許可を受けた事

業計画の内容に適合していると認める旨の通知を受けずに許可に係る土地又は工作物を事業の用に供し、又

は供させたとき。 

(８) 次条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。

(９) 第18条第１項の規定による保証金の預入が必要な場合において、保証金の預入をせず、又は同条第３項

の規定による質権設定契約の締結をせず、若しくは当該質権の設定について県に対抗要件を備えさせずに特

定事業を実施したとき。 

(10) 第31条第１項、第２項、第４項又は第５項の規定による命令に違反したとき。

（定期的な報告）  

第15条 許可事業者は、特定工事に着手した日から特定工事を完了し、又は廃止する日までの間において、６月

ごとの当該期間における特定工事の状況について、当該期間を経過した日から起算して20日以内に、次に掲げ

る事項を記載した書面に、規則で定める書類を添えて、知事に報告しなければならない。  

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）

(２) 特定事業の許可年月日及び許可番号

(３) 特定事業を行う区域及び位置
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(４) 報告の対象となる期間

(５) 前号の期間中における次に掲げる事項

ア 事業区域に土砂を搬入させた者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに主たる

事務所の所在地）

イ 搬入した土砂の数量及び土砂の搬出元の土地の住所又は所在地

ウ 特定工事の進捗状況

エ 事業区域における災害発生の防止のための必要な措置

(６) その他規則で定める事項

２ 特定盛土に係る工事を行った許可事業者は、規則で定める場合を除き、当該特定事業の完了又は廃止の日か

ら10年間（10年目の期間において第２号又は第３号に掲げる措置に異変又は不備が生じていると知事が認めた

場合にあっては、当該異変又は不備が改善されるまでの間）、１年ごとの当該期間における事業の状況につい

て、当該期間を経過した日から起算して20日以内に、次に掲げる事項を記載した書面に、規則で定める書類を

添えて、知事に報告しなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）

(２) 報告の対象となる期間の特定盛土に係る維持管理の状況

(３) 前項第５号ウに掲げる事項

(４) 第４条第３項各号に掲げる費用その他事業者の義務の履行の確保のための費用（以下「防災・環境保全

費用」という。）を確保している状況 

(５) その他規則で定める事項

３ 前項の規定は、特定工作物を設置した場合について準用する。この場合において、前項中「特定盛土」とあ

るのは「特定工作物」と、「10年間（10年目の期間において」とあるのは「当該特定工作物を撤去するまでの

間（特定工作物の撤去後に」と読み替えるものとする。 

（特定事業の承継） 

第16条 許可事業者から特定事業の全部を譲り受けた者は、当該許可事業者のこの条例の規定による地位を承継

する。 

２ 許可事業者について相続、合併又は分割（特定事業の全部を承継させるものに限る。）があったときは、相

続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により承継すべき相続人を選定したときは、その

者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により特定事業の全部を承継した法人は、

当該事業者のこの条例の規定による地位を承継する。 

３ 前２項の規定により許可事業者の地位を承継した者は、遅滞なく、規則で定めるところにより、その旨を知

事に届け出るとともに、所有者等に通知しなければならない。 

（特定盛土等の撤去等） 

第17条 許可事業者（前条第１項又は第２項の規定に基づき許可事業者の地位を承継した者を含む。以下この条

において同じ。）は、第７条第１項の許可を受けた特定事業に係る特定盛土等を事業の用に供しないこととす

る場合又は特定盛土に係る盛土等を撤去し、若しくは特定工作物を廃止する場合においては、当該特定盛土等

の撤去その他の斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全のために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 前項の場合において、許可事業者は、規則で定めるところにより、同項の措置が適切に実施されているかど

うかについて、遅滞なく、知事の検査（以下「廃止時検査」という。）を受けなければならない。 

３ 知事は、廃止時検査の結果、当該事業区域及びその周辺の土地の区域において、斜面の安全の確保、災害発

生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全がなされていると認め、又はなされていないと認めたと

きは、規則で定めるところにより、許可事業者及び所有者等に通知するものとする。 

（特定事業に係る保証金の預入） 

第18条 事業者（第16条第１項又は第２項の規定に基づき許可事業者の地位を承継した者を含む。以下この条か

ら第21条までにおいて同じ。）は、次に掲げる特定事業の実施に係る第７条第１項又は第９条第１項の許可の
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申請に当たっては、規則で定めるところにより、あらかじめ防災・環境保全費用に係る現金（以下「保証金」

という。）を事業者が知事と協議して定める金融機関に預入しなければならない。この場合において、金融機

関への預入は、日本国内において開設される預金口座に入金されるものでなければならない。 

(１) 特定盛土に係る工事を行う事業のうち斜面地において建設発生土を盛土し、又は宅地造成を行う事業

(２) 特定工作物に係る工事を行う事業

２ 保証金の額は、次に掲げる額のうちいずれか高い額（その額に１万円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額）とする。 

(１) 事業者が実施しようとする特定事業に係る工事費の総額の100分の５に相当する額

(２) 事業区域の面積に１ヘクタール当たり200万円を乗じて算定した額

３ 第１項の規定により保証金を預入した者は、第７条第１項の規定に基づく知事の許可を受けるまでに、当該

保証金に係る預金債権について県を質権者とする質権を設定するため、県と質権設定契約を締結するとともに、

当該質権の設定につき、県に対抗要件を備えさせなければならない。 

４ 第16条第１項又は第２項の規定に基づき許可事業者の地位を承継した者に係る前項の規定の適用については、

同項中「第７条第１項の規定に基づく知事の許可を受けるまでに」とあるのは、「第16条第１項又は第２項の

規定により許可事業者の地位を承継した際に、特定工事に着手していない場合にあっては特定工事に着手する

までに、特定工事に着手している場合にあっては第16条第３項の規定に基づく知事への届出を行った後直ち

に」と読み替えるものとする。 

５ 第１項から第３項までの規定は、既に特定事業を実施している事業者が新たに事業計画の変更（第９条第１

項ただし書に規定する変更を含む。）をすることにより預入をすべき保証金の額が増加する場合の当該増加す

る額の預入について準用する。 

（特定事業に係る保証金の公表） 

第19条 知事は、前条の規定に基づき事業者が保証金の預入をしたときは、当該預入をした旨及び当該保証金の

額を公表するものとする。 

（保証金の使途) 

第20条 保証金は、事業者が第31条第１項、第２項、第４項又は第５項に基づく命令を受けたにもかかわらず、

当該命令に係る措置の全部又は一部を履行しなかったことにより、斜面の安全の確保、災害の発生の防止又は

良好な自然環境若しくは生活環境の保全に支障が生じると認める場合は、当該保証金を県が行政代執行法（昭

和23年法律第43号）第２条又は第３条第３項の規定により斜面の安全の確保、災害の発生の防止又は良好な自

然環境若しくは生活環境の保全をするために講ずる措置に要する費用に充てることができる。 

２ 前項に規定する場合のほか、保証金は、事業者が廃掃法第19条の５第１項又は第19条の６第１項の規定に基

づく命令を受けたにもかかわらず、当該命令に係る措置の全部又は一部を履行しなかったことにより、生活環

境の保全上の支障が生じ、又は生じるおそれがあり、かつ、廃掃法第19条の８第１項第１号、第３号又は第４

号のいずれかに該当すると認める場合は、当該保証金を県が同項の規定により講ずる支障の除去等の措置に要

する費用に充てることができる。 

３ 知事は、前２項の措置を講じた場合において、保証金の額が当該措置に要した費用の額より少ないときは、

その差額を事業者に負担させることができる。 

４ 前項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法又は廃掃法第19条の８第５項において準

用する行政代執行法の規定の例によるものとする。 

（質権設定契約の解除等） 

第21条 知事は、次に掲げる場合には、第18条第３項の規定により締結した質権設定契約を解除するものとする。 

(１) 第８条第３項（第９条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、許可の申請に対して許

可をしないこととし、その旨を通知したとき（既に特定工事に着手している場合を除く。）。 

(２) 第９条第１項の規定に基づく事業計画の変更により、変更後の事業が特定事業に該当しないこととなっ

たとき（斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全のために必要な措

置が講じられていると知事が認めるときに限る。）。 
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(３) 第14条の規定に基づき、特定事業の実施に係る許可を取り消したとき（既に特定工事に着手している場

合を除く。）。 

(４) 第16条第１項又は第２項の規定による事業者の地位の承継があった場合において、事業者の地位を承継

した者と新たに第18条第４項の規定により読み替えて適用する同条第３項の規定に基づく質権設定契約を締

結し、及び当該質権の設定につき県に対抗要件を備えさせたとき。 

(５) 事業者が次に掲げる通知を受けたとき。

ア 特定盛土にあっては、当該特定盛土に係る完了検査の結果に係る通知（当該特定盛土が許可を受けた事

業計画の内容に適合していると認める旨の通知に限る。）

イ 特定工作物にあっては、当該特定工作物に係る廃止時検査の結果に係る通知（斜面の安全の確保、災害

発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全がなされていると認める旨の通知に限る。）

(６) 前各号に掲げる場合のほか、知事が質権設定契約を解除することが適当と認めるとき。

２ 事業者は、第９条第１項の規定に基づく事業計画の変更により預入をすべき保証金の額が減少するときその

他相当の理由があるときは、第18条第１項の規定により預入した保証金の減額を知事に申し入れることができ

る。 

３ 前項の規定による申入れがあった場合において、知事は、保証金の減額を行っても適切に斜面の安全の確保、

災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全がなされると認めるときは、保証金の減額を行う

ことができる。 

４ 知事及び事業者は、前項の規定により保証金の減額を行う場合は、第18条第３項の規定により締結した質権

設定契約に係る手続その他当該保証金の減額に伴い必要となる手続を行うものとする。 

第３章 特定建設発生土搬出の許可等 

（建設工事の注文に当たっての発注者の指示）  

第22条 発注者は、建設工事を注文するに当たり、元請負人に対して当該建設工事に伴って生じる土砂の適正な

処理を指示するよう努めなければならない。 

（特定建設発生土搬出の許可等） 

第23条 発注者（請負契約によらないで自ら特定建設発生土搬出を行う者を含む。以下この条において同じ。）

は、特定建設発生土搬出を行う事業（事業規模の拡大その他事業着手後に生じた事情の変更により特定建設発

生土搬出に当たることとなった行為を行う事業を含む。）を実施するときは、当該特定建設発生土搬出を実施

する日までに、知事の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる土砂の搬出については、この限りで

ない。  

(１) 災害復旧のために必要な応急措置として行う土砂の搬出

(２) 国等が行う土砂の搬出

(３) その他規則で定める土砂の搬出

２  前項の許可を受けようとする者は、当該建設工事の区域ごとに次に掲げる事項を記載した特定建設発生土搬

出を行う事業に係る計画（以下「搬出事業計画」という。）及び規則で定める書類を添付した許可申請書を知

事に提出しなければならない。 

(１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）

(２) 建設工事の名称及び内容

(３) 建設工事の位置及び区域

(４) 搬出する土砂の数量

(５) 土砂を搬出する期間

(６) 土砂を処分し、又は仮置きする土地の位置及びその土地の所有者、管理者、占有者又は地上権若しくは

借地権を有する者（次項において「土地所有者等」という。）の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

(７) その他規則で定める事項

３ 知事は、前項の許可申請書の提出があった場合において、当該申請に係る事業が次の各号のいずれにも該当
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していると認めるときでなければ、第１項の許可をしてはならない。 

(１) 搬出事業計画に記載された内容が適切であること。

(２) 搬出事業計画に定める土砂の処分又は仮置きをする土地が次に掲げるものであること。

ア 土砂を処分する場合にあっては、当該土砂を処分する土地の区域が、第７条第１項又は第９条第１項の

許可を受けた事業区域であること。

イ 土砂を仮置きする場合にあっては、当該土砂を仮置きする土地の土地所有者等の承諾が得られているこ

と。

ウ 土砂を処分する土地の所在地が鳥取県内でないものにあっては、当該土砂を処分する土地の土地所有者

等の承諾が得られていること。

４ 知事は、第１項の許可の申請に対して、許可をし、又はしないこととしたときは、その旨を当該申請を行っ

た者に通知するものとする。 

５ 発注者又は元請負人が建設発生土の適正処理の促進のためのトレーサビリティシステム（建設発生土の有効

利用の推進を目的とし、情報通信技術を活用して、土砂の発生元から搬出先までの流通を正確に把握すること

ができるシステムをいう。以下同じ。）について、利用者としての登録をしたときは、第２項に規定する搬出

事業計画を策定したものとみなす。 

（処分事業計画の変更等）  

第24条 前条第１項の許可を受けた者（以下「搬出許可事業者」という。）は、同条第２項各号（第１号を除

く。）に掲げる事項の変更をしようとするときは、当該変更に係る土砂の搬出の前に、規則で定めるところに

より、知事の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる変更をしようとするときは、この限りでない。 

(１) 搬出する土砂の数量の２割以内の減少

(２) 土砂を搬出する期間の３月以内の延長

(３) トレーサビリティシステムにおける登録事項の変更

(４) その他規則で定める事項

２ 搬出許可事業者は、前項ただし書に規定する変更をしたときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、知

事に届け出なければならない。 

３ 前条第２項から第５項までの規定は、第１項の許可について準用する。 

（建設発生土搬出完了等の報告） 

第25条  搬出許可事業者は、当該許可に係る特定建設発生土搬出を完了し、又は廃止したときは、完了又は廃止

の日から起算して20日以内にその旨を知事に報告しなければならない。 

（搬出許可の取消し） 

第26条 知事は、搬出許可事業者が次のいずれかに該当するときは、第23条第１項又は第24条第１項の許可を取

り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により、第23条第１項又は第24条第１項の許可を受けたとき。

(２) 第23条第１項又は第24条第１項の許可に係る搬出事業計画に違反して特定建設発生土搬出を行ったとき。

(３) 前条の報告をせず、又は虚偽の報告を行ったとき。

(４) 第31条第３項から第５項までの命令に違反したとき。

第４章 雑則

（巡視活動） 

第27条 知事は、不適切な盛土等の施工、工作物の設置及び建設発生土の搬出を防止し、斜面の安全の確保を図

るために必要な巡視活動を行うものとする。 

（報告の徴収及び立入調査） 

第28条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対して報告若しくは資料の提出を求め、又は

職員に事業者の事業所、事業区域若しくは土砂を搬出し、処分し、若しくは仮置きする土地に立ち入らせて必

要な調査をさせることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならな
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い。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（指導及び助言） 

第29条 知事は、斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全を図るため必

要があると認めるときは、事業者に対して必要な指導又は助言をすることができる。 

（勧告） 

第30条 知事は、盛土等の施工、斜面地の工作物の設置並びに建設発生土の搬出の適正化を図るため、許可事業

者（第７条第４項の規定により届出を行った者を含む。次条において同じ。）又は搬出許可事業者に対し、斜

面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全のために必要な措置を講ずるよ

う勧告することができる。 

（命令） 

第31条 知事は、許可事業者（第14条の規定により許可を取り消された者を含む。以下同じ。）が第４条第２項

の規定に違反し、特定事業を実施したと認めるときは、当該許可事業者に対し、当該特定事業を中止すること

及び期限を定めて当該特定事業に係る盛土等又は工作物の撤去、原状回復その他斜面の安全の確保、災害発生

の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

２ 知事は、第７条第１項又は第９条第１項の規定に違反し、許可を受けずに特定事業を実施した者（第７条第

４項に規定する者を除き、第14条の規定により許可を取り消された者を含む。）に対し、当該特定事業を中止

すること及び期限を定めて当該特定事業に係る盛土等又は工作物の撤去、原状回復その他斜面の安全の確保、

災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全のために必要な措置を講ずべきことを命ずること

ができる。 

３ 知事は、第23条第１項又は第24条第１項の規定に違反し、許可を受けずに特定建設発生土搬出を実施した者

（第26条の規定により許可を取り消された者を含む。）に対し、当該建設発生土の搬出を中止すること及び期

限を定めて当該建設発生土の撤去その他斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活

環境の保全のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

４ 知事は、前３項の規定によるほか、前条の規定による勧告をした場合において、特定事業又は特定建設発生

土搬出の実施により、斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環境の保全に重大

な支障が生じるおそれがあると認めるときは、許可事業者又は搬出許可事業者（第14条又は第26条の規定によ

り許可を取り消された者を含む。）に対し、期限を定めて必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

５ 知事は、前各項の規定によるほか、斜面の安全の確保、災害発生の防止又は良好な自然環境若しくは生活環

境の保全に急迫かつ著しい支障が生じるおそれがあると認めるときは、特定事業又は特定建設発生土搬出を実

施している者（第14条又は第26条の規定により許可を取り消された者を含む。）に対し、期限を定めて必要な

措置を講ずべきことを命ずることができる。 

６ 知事は、前各項の規定による命令を受けた者が当該命令に従わないときは、その旨及び命令に従わない者の

氏名又は名称を公表するものとする。 

（許可台帳） 

第32条 知事は、規則で定めるところにより、この条例の規定による処分、報告その他の事項に係る台帳を整備

し、保管するものとする。 

（手数料） 

第33条 別表の区分欄に掲げる行為を求める者は、それぞれ同表の金額欄に定める額の手数料を納付しなければ

ならない。 

２ 既に納付した手数料は、還付しない。ただし、知事が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（規則への委任） 

第34条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第５章 罰則 

第35条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 
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(１) 第７条第１項又は第９条第１項の規定に違反して、許可を受けないで、特定事業を行った者

(２) 偽りその他不正の手段により第７条第１項又は第９条第１項の規定による許可を受けた者

(３) 正当な理由がなく第31条第１項から第５項までの規定による命令に違反した者

第36条  次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。 

(１) 第10条第１項の規定に違反して標識を掲示しなかった者

(２) 第12条第３項の規定に違反して、中間検査の結果に係る通知（特定工程が許可を受けた事業計画の内容

に適合していると認める旨の通知に限る。）を受けずに特定工程後の工程の工事をした者 

(３) 第13条第３項の規定に違反して、完了検査の結果に係る通知（特定事業が許可を受けた事業計画の内容

に適合していると認める旨の通知に限る。）を受けずに許可に係る土地又は工作物を事業の用に供し、又は

供させた者 

(４) 第15条第１項又は第２項（第３項において準用する場合を含む。）の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者 

(５) 第23条第１項又は第24条第１項の規定に違反して、許可を受けないで、特定建設発生土搬出を行った者

(６) 偽りその他不正の手段により、第23条第１項又は第24条第１項の規定による許可を受けた者

(７) 第28条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出を

し、又は同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、忌避し、若しくは虚偽の答弁をした者 

第37条 第25条の規定に違反して報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30万円以下の罰金に処する。 

第38条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して

前３条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年５月１日から施行する。 

（既存特定事業に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に工事に着手している特定事業（以下「既存特定事

業」という。）については、施行日以後３月を経過する日又は施行日以後に事業計画の変更が行われるまでの

間（他の法令等の手続により本条例と同等程度の技術基準を満たすものとして知事が別に定める特定事業に 

あっては、施行日以後に事業計画の変更が行われるまでの間）は、第４条第２項の規定は、適用しない。 

２ 施行日以後３月を経過したこと又は施行日以後に事業計画の変更が行われたことにより、第４条第２項の規

定を適用することとなった既存特定事業を実施している事業者は、第７条第１項の規定の例による許可を受け

なければならない。 

３ 知事は、施行日以後は、第４条第２項に規定する技術基準の趣旨及び内容を考慮して、既存特定事業を実施

する事業者（第１項の規定により第４条第２項の規定が適用されない事業者に限る。）に対して、第29条に規

定する指導又は助言をすることができる。 

４ 第４条の規定は、施行日以後に既存特定事業を承継した者に対しても適用する。 

（費用の確保に係る経過措置） 

第３条 既存特定事業を実施する事業者又は所有者等は、当該特定事業の事業区域において、計画的な資金の積

立てその他の方法により、次に掲げる費用を確保しなければならない。 

(１) 特定盛土等の維持管理に要する費用

(２) 特定盛土等の撤去、原状回復その他斜面の安全の確保、災害発生の防止並びに良好な自然環境及び生活

環境の保全を図るために講ずる措置並びにこれに伴い発生する建設発生土及び廃棄物の処分に要する費用 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日前に行う既存特定事業（施行日前に施工された特定盛土等に係る部分に限

る。）に係る同項の規定の適用については、同項中「確保しなければならない」とあるのは、「確保するよう

努めなければならない」とする。 

（事業計画に係る経過措置） 

第４条 既存特定事業を行っている事業者は、他の法令等の手続により本条例と同等程度の技術基準を満たすも
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のとして知事が別に定める特定事業に係る事業計画を除き、施行日時点において事業者が有する事業計画を知

事が別に定める期間までに、知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の場合において既存特定事業に係る計画の内容を把握するため、第28条第１項の規定に基づく

報告若しくは資料の提出の求め又は立入調査の権限を適切に行使するものとする。 

（特定建設発生土搬出の実施に係る許可についての経過措置） 

第５条 施行日前に特定建設発生土搬出を行う建設工事に着手している者及び施行日以後に特定建設発生土搬出

を行う事業の実施を予定している者は、施行日以後に土砂を搬出しようとするときは、この条例の施行前にお

いても第23条又は第24条の規定の例により知事に申請をすることができる。 

２ 施行日前に特定建設発生土搬出を行う建設工事に着手している者については、施行日以後１月を経過する日

までの間は、第23条又は第24条の許可を受けることを要しない。 

３ 施行日以後６月を経過する日までの間は、第23条第３項第２号アの規定は適用しない。 

別表（第33条関係） 

区分 金額 

第７条第１項の規定に基づく特定事業の許可（特定工作物の設置に係る

ものを除く。） 

１件につき70,000円 

第７条第１項の規定に基づく特定事業の許可（特定工作物の設置に係る

ものに限る。） 

１件につき91,000円 

第９条第１項の規定に基づく特定事業の変更の許可（特定工作物の設置

に係るものを除く。） 

１件につき42,000円 

第９条第１項の規定に基づく特定事業の変更の許可（特定工作物の設置

に係るものに限る。） 

１件につき53,000円 

第12条第１項の規定に基づく特定事業の中間検査 １件につき26,000円 

第13条第１項の規定に基づく特定事業の完了検査（特定工作物の設置に

係るものを除く。） 

１件につき26,000円 

第13条第１項の規定に基づく特定事業の完了検査（特定工作物の設置に

係るものに限る。） 

１件につき33,000円 

第17条第２項の規定に基づく特定盛土等の廃止時検査（特定工作物の廃

止に係るものを除く。） 

１件につき26,000円 

第17条第２項の規定に基づく特定盛土等の廃止時検査（特定工作物の廃

止に係るものに限る。） 

１件につき33,000円 

第23条第１項の規定に基づく特定建設発生土搬出の許可（トレーサビリ

ティシステムに利用者としての登録をしている者が許可の申請をする場

合を除く。） 

１件につき10,000円 

第24条第１項の規定に基づく特定建設発生土搬出の変更の許可（トレー

サビリティシステムに利用者としての登録をしている者が許可の申請を

する場合を除く。） 

１件につき6,000円 

第32条第１項の台帳に記載された事項に関する証明書の交付 １件につき650円 
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鳥取県新型コロナウイルス感染拡大防止のためのクラスター対策等に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第44号 

鳥取県新型コロナウイルス感染拡大防止のためのクラスター対策等に関する条例の一部を改正する条例 

鳥取県新型コロナウイルス感染拡大防止のためのクラスター対策等に関する条例（令和２年鳥取県条例第51

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

附 則 

１ 略 

（この条例の失効） 

２ この条例は、令和５年１月31日限り、その効力

を失う。 

附 則 

１ 略 

（この条例の失効） 

２ この条例は、令和４年１月31日限り、その効力

を失う。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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鳥取県吏員等退職年金及退職一時金二関スル条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第45号 

鳥取県吏員等退職年金及退職一時金二関スル条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県吏員等退職年金及退職一時金二関スル条例（大正12年鳥取県令第55号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

第８条 恩給ヲ受クルノ権利ハ之ヲ譲渡シ又ハ担保

ニ供スル事ヲ得ス 

 

 

 

略 

第８条 恩給ヲ受クルノ権利ハ之ヲ譲渡シ又ハ担保

ニ供スル事ヲ得ス但シ恩給法第11条第１項但書ニ

規定スル株式会社日本政策金融公庫及別ニ法律ヲ

以テ定ムル金融機関ニ担保ニ供スルハ此ノ限ニ在

ラス 

略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている恩給を受ける権利は、この条例の施行の日以後も、なお従前の

例により担保に供することができる。 
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鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第46号 

鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

鳥取県市街化区域と一体的な地域等に係る開発許可等の基準に関する条例（平成21年鳥取県条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市街化不適当区域 政令第８条第１項第２

号ロからニまでに掲げる土地の区域並びに政令

第29条の９第１号から第５号までに掲げる区域

（災害を防止し、又は軽減するための施設の整

備その他の防災対策措置が講じられていると知

事が認める区域を除く。）及び同条第６号に掲げ

る区域をいう。 

(２)～(４) 略 

２ 略 

別表（第５条関係） 

略 

７ 次のいずれかの事由により移転さ

れる建築物等（以下「移転建築物

等」という。）に代わる建築物等（法

第34条第８号の２の規定の適用を受

ける建築物等を除く。）を建設する目

的 

(１)～(５) 略 

(６) 特定都市河川浸水被害対策法

（平成15年法律第77号）第56条第

１項の規定により指定された浸水

被害防止区域内に所在すること。 

略 

略 

備考 略 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市街化不適当区域 政令第８条第１項第２

号ロからニまでに掲げる土地の区域をいう。 

(２)～(４) 略 

２ 略 

別表（第５条関係） 

略 

７ 次のいずれかの事由により移転さ

れる建築物等（以下「移転建築物

等」という。）に代わる建築物等を建

設する目的 

(１)～(５) 略 

略 

略 

備考 略 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



  令和３年 12月 24日 金曜日 鳥 取 県 公 報  号外第 112号 

- 21 -

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治  

鳥取県条例第47号 

鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号の事務に応じて別に定める期限ま

でに、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(315) 略 

(315の２) 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成20年法律第87号。以下「長期優良住宅

法」という。）第６条第１項の規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の認定 次に掲げる区分に

応じ、それぞれに定める額（同条第２項の規定

により建築基準法第６条第１項に規定する建築

基準関係規定に適合するかどうかの審査を受け

るよう申出があった場合は、その額に鳥取県建

築基準法施行条例（昭和47年鳥取県条例第43

号）別表第３の１の項に定める金額を加算した

額） 

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号の事務に応じて別に定める期限ま

でに、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(315) 略 

(315の２) 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成20年法律第87号。以下「長期優良住宅

法」という。）第６条第１項の規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の認定 次に掲げる区分に

応じ、それぞれに定める額（同条第２項の規定

により建築基準法第６条第１項に規定する建築

基準関係規定に適合するかどうかの審査を受け

るよう申出があった場合は、その額に鳥取県建

築基準法施行条例（昭和47年鳥取県条例第43

号）別表第３の１の項に定める金額を加算した

額） 

ア 住宅の新築に係る長期優良住宅建築等計画

区分 金額 

住宅の品質確保の

促進等に関する法

律（平成11年法律

第81号。以下「住

宅品質確保法」と

いう。）第６条の２

第３項の規定によ

り住宅の構造及び

設備が長期使用構

造等である旨が記

載 さ れ た 確 認 書

（以下この号にお

いて「確認書」と

いう。）又は同条第

４項の規定により

住宅の構造及び設

確 認 書

等 の 添

付 が な

い場合 

ア 住宅の新築に係る長期優良住宅建築等計画

区分 金額 

基 準 適

合 証

（ 長 期

優 良 住

宅 法 第

６ 条 第

１ 項 各

号 に 掲

げ る 基

準 に 適

合 す る

こ と を

証 す る

書 類 で

あ っ

て 、 住

住 宅 性

能 評 価

書 （ 住

宅 品 質

確 保 法

第 ５ 条

第 １ 項

に 規 定

す る 住

宅 性 能

評 価 書

の う ち

知 事 が

定 め る

も の を

い う 。

基 準 適

合 証 及

び 住 宅

性 能 評

価 書 の

添 付 が

な い 場

合 
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備が長期使用構造

等である旨が記載

された住宅性能評

価書（以下この号

において「確認書

等」という。）の添

付がある場合 

１ 一戸建ての

住宅に係る長

期優良住宅建

築等計画 

１件につき 11,000

円 

略 

２ 一戸建ての

住宅以外の住

宅に係る長期

宅 の 品

質 確 保

の 促 進

等 に 関

す る 法

律 （ 平

成 11 年

法 律 第

81 号 。

以 下

「 住 宅

品 質 確

保 法 」

と い

う。）第

５ 条 第

１ 項 に

規 定 す

る 登 録

住 宅 性

能 評 価

機 関

（ 以 下

「 登 録

住 宅 性

能 評 価

機 関 」

と い

う。）が

交 付 し

た も の

を い

う 。 以

下 同

じ。）の

添 付 が

あ る 場

合 

以 下 同

じ。）の

添 付 が

あ る 場

合 

１ 一戸建ての

住宅に係る長

期優良住宅建

築等計画 

１ 件 に

つ き

1 1 , 0 0 0 

円 

１ 件 に

つ き

1 9 , 0 0 0 

円 

略 

２ 一戸建ての

住宅以外の住

宅に係る長期
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優良住宅建築

等計画 

(１) 床面積

の合計が500

平方メート

ル以下の住

宅に係るも

の 

１件につき 21,000

円 

 略 

(２) 床面積

の合計が500

平方メート

ルを超え、

1,000平方メ

ートル以下

の住宅に係

るもの 

１件につき 34,000

円 

 略 

(３) 床面積

の 合 計 が

1,000平方メ

ートルを超

え、3,000平

方メートル

以下の住宅

に係るもの 

１件につき 57,000

円 

 略 

(４) 床面積

の 合 計 が

3,000平方メ

ートルを超

え、5,000平

方メートル

以下の住宅

に係るもの 

１件につき 91,000

円 

 略 

(５) 床面積

の 合 計 が

5,000平方メ

ートルを超

え 、 10,000

平方メート

ル以下の住

宅に係るも

の 

１件につき139,000

円 

 略 

(６) 床面積

の 合 計 が

10,000 平 方

メートルを

１件につき237,000

円 

 略 

優良住宅建築

等計画 

(１) 床面積

の合計が500

平方メート

ル以下の住

宅に係るも

の 

１ 件 に

つ き 

2 3 , 0 0 0 

円 

１ 件 に

つ き

4 0 , 0 0 0 

円 

 略 

(２) 床面積

の合計が500

平方メート

ルを超え、

1,000平方メ

ートル以下

の住宅に係

るもの 

１ 件 に

つ き

3 7 , 0 0 0 

円 

１ 件 に

つ き

6 4 , 0 0 0 

円 

 略 

(３) 床面積

の 合 計 が

1,000平方メ

ートルを超

え、3,000平

方メートル

以下の住宅

に係るもの 

１ 件 に

つ き

6 3 , 0 0 0 

円 

１ 件 に

つ き

118,000 

円 

 略 

(４) 床面積

の 合 計 が

3,000平方メ

ートルを超

え、5,000平

方メートル

以下の住宅

に係るもの 

１ 件 に

つ き

121,000 

円 

１ 件 に

つ き

207,000 

円 

 略 

(５) 床面積

の 合 計 が

5,000平方メ

ートルを超

え 、 10,000

平方メート

ル以下の住

宅に係るも

の 

１ 件 に

つ き

228,000 

円 

１ 件 に

つ き

341,000 

円 

 略 

(６) 床面積

の 合 計 が

10,000 平 方

メートルを

１ 件 に

つ き

423,000 

円 

１ 件 に

つ き

631,000 

円 

 略 
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超 え 、

20,000 平 方

メートル以

下の住宅に

係るもの 

(７) 床面積

の 合 計 が

20,000 平 方

メートルを

超 え 、

30,000 平 方

メートル以

下の住宅に

係るもの 

１件につき300,000

円 

 略 

(８) 床面積

の 合 計 が

30,000 平 方

メートルを

超える住宅

に係るもの 

１件につき340,000

円 

 略 

 

超 え 、

20,000 平 方

メートル以

下の住宅に

係るもの 

(７) 床面積

の 合 計 が

20,000 平 方

メートルを

超 え 、

30,000 平 方

メートル以

下の住宅に

係るもの 

１ 件 に

つ き

603,000 

円 

１ 件 に

つ き

882,000 

円 

 略 

(８) 床面積

の 合 計 が

30,000 平 方

メートルを

超える住宅

に係るもの 

１ 件 に

つ き

718,000 

円 

１ 件 に

つ き

1,067,000

円 

 略 

 

イ 住宅の増築又は改築に係る長期優良住宅建

築等計画 

区分 金額 

確認書の添付

がある場合 

 

確認書の添付

がない場合 

１ 一戸建て

の住宅に係

る長期優良

住宅建築等

計画 

１ 件 に つ き

17,000円 

 略 

２ 一戸建て

の住宅以外

の住宅に係

る長期優良

住宅建築等

計画 

  

(１) 床面

積の合計

が500平方

メートル

以下の住

宅に係る

もの 

１ 件 に つ き

31,000円 

 略 

(２) 床面 １ 件 に つ き  略 

イ 住宅の増築又は改築に係る長期優良住宅建

築等計画 

区分 金額 

基準適合証の

添付がある場

合 

基準適合証の

添付がない場

合 

１ 一戸建て

の住宅に係

る長期優良

住宅建築等

計画 

１ 件 に つ き

17,000円 

 略 

２ 一戸建て

の住宅以外

の住宅に係

る長期優良

住宅建築等

計画 

  

(１) 床面

積の合計

が500平方

メートル

以下の住

宅に係る

もの 

１ 件 に つ き

34,000円 

 略 

(２) 床面 １ 件 に つ き  略 
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積の合計

が500平方

メートル

を超え、

1,000平方

メートル

以下の住

宅に係る

もの 

51,000円 

(３) 床面

積の合計

が1,000平

方メート

ル を 超

え、3,000

平方メー

トル以下

の住宅に

係るもの 

１ 件 に つ き

85,000円 

 略 

(４) 床面

積の合計

が3,000平

方メート

ル を 超

え、5,000

平方メー

トル以下

の住宅に

係るもの 

１ 件 に つ き

137,000円 

 略 

(５) 床面

積の合計

が5,000平

方メート

ル を 超

え 、

10,000 平

方メート

ル以下の

住宅に係

るもの 

１ 件 に つ き

209,000円 

 略 

(６) 床面

積の合計

が 10,000

平方メー

トルを超

１ 件 に つ き

355,000円 

 略 

積の合計

が500平方

メートル

を超え、

1,000平方

メートル

以下の住

宅に係る

もの 

55,000円 

(３) 床面

積の合計

が1,000平

方メート

ル を 超

え、3,000

平方メー

トル以下

の住宅に

係るもの 

１ 件 に つ き

94,000円 

 略 

(４) 床面

積の合計

が3,000平

方メート

ル を 超

え、5,000

平方メー

トル以下

の住宅に

係るもの 

１ 件 に つ き

182,000円 

 略 

(５) 床面

積の合計

が5,000平

方メート

ル を 超

え 、

10,000 平

方メート

ル以下の

住宅に係

るもの 

１ 件 に つ き

341,000円 

 略 

(６) 床面

積の合計

が 10,000

平方メー

トルを超

１ 件 に つ き

634,000円 

 略 
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え 、

20,000 平

方メート

ル以下の

住宅に係

るもの 

(７) 床面

積の合計

が 20,000

平方メー

トルを超

え 、

30,000 平

方メート

ル以下の

住宅に係

るもの 

１ 件 に つ き

450,000円 

 略 

(８) 床面

積の合計

が 30,000

平方メー

トルを超

える住宅

に係るも

の 

１ 件 に つ き

510,000円 

 略 

 

え 、

20,000 平

方メート

ル以下の

住宅に係

るもの 

(７) 床面

積の合計

が 20,000

平方メー

トルを超

え 、

30,000 平

方メート

ル以下の

住宅に係

るもの 

１ 件 に つ き

904,000円 

 略 

(８) 床面

積の合計

が 30,000

平方メー

トルを超

える住宅

に係るも

の 

１ 件 に つ き

1,078,000円 

 略 

 

(315の３)～(328) 略 

２ 略 

 (315の３)～(328) 略 

２ 略 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年２月20日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に交付された基準適合証（長期優良住宅の普及の促進に

関する法律（平成20年法律第87号。以下「長期優良住宅法」という。）第６条第１項各号に掲げる基準に適合

することを証する書類であって、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号。以下「住宅品

質確保法」という。）第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関が交付したものをいう。以下同じ。）を

添付して行う長期優良住宅法第６条第１項の規定に基づく長期優良住宅建築等計画の認定については、当該基

準適合証を長期使用構造等（長期優良住宅法第２条第４項に規定する長期使用構造等をいう。）である旨が記

載された確認書（住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法律

等の一部を改正する法律（令和３年法律第48号）第３条の規定による改正後の住宅品質確保法第６条の２第３

項に規定する確認書をいう。）とみなして、改正後の鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第315号の２に定める

額の手数料を徴収する。 

３ 施行日前に交付された住宅性能評価書（住宅品質確保法第５条第１項に規定する住宅性能評価書のうち知事

が定めるものをいう。）を添付して行う長期優良住宅法第６条第１項の規定に基づく長期優良住宅建築等計画

の認定については、改正後の鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第315号の２の規定にかかわらず、改正前の
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鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第315号の２に定める額の手数料を徴収する。 
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鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第48号 

鳥取県警察手数料条例の一部を改正する条例 

 

鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例第38号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(22) 略 

(23) 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第

６号。以下「銃砲刀剣類取締法」という。）第

４条第１項の規定に基づく銃砲等又は刀剣類の

所持の許可 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 

  ア 略 

イ 現に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による許可を受けてクロスボウを所持

している者に対するもの １件につき6,800円

（同時に複数のクロスボウの所持の許可を受

けようとする場合の２件目以後の許可につい

ては、4,300円） 

ウ ア及びイに掲げるもの以外のもの １件に

つき10,500円（同時に複数の銃砲等又は刀剣

類の所持の許可を受けようとする場合の２件

目以後の許可については、6,700円） 

(23の２)・(24) 略 

(24の２) 銃砲刀剣類取締法第５条の３の２第１

項の規定に基づくクロスボウの取扱いに関する

講習の実施 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 

ア 現に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による許可を受けてクロスボウを所持

している者に対するもの １件につき3,000円 

イ アに掲げるもの以外のもの １件につき

6,900円 

(25)・(25の２) 略 

(26) 銃砲刀剣類取締法第６条第１項の規定に基

づく国際競技に参加するため入国する外国人の

銃砲等又は刀剣類の所持の許可 １件につき

（手数料の徴収） 

第２条 次の各号に掲げる事務については、申請そ

の他の行為により当該事務をすることを求める者

から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)～(22) 略 

(23) 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第

６号。以下「銃砲刀剣類取締法」という。）第

４条第１項の規定に基づく銃砲又は刀剣類の所

持の許可 次に掲げる区分に応じ、それぞれに

定める額 

ア 略 

 

 

 

 

 

 

イ アに掲げるもの以外のもの １件につき

10,500円（同時に複数の銃砲又は刀剣類の所

持の許可を受けようとする場合の２件目以後

の許可については、6,700円） 

(23の２)・(24) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(25)・(25の２) 略  

(26) 銃砲刀剣類取締法第６条第１項の規定に基

づく国際競技に参加するため入国する外国人の

銃砲又は刀剣類の所持の許可 １件につき3,900

http://rkss.torip-net.local/extra/reiki_int/reiki_honbun/k500RG00001018.html#e000000104
http://rkss.torip-net.local/extra/reiki_int/reiki_honbun/k500RG00001018.html#e000000104
http://rkss.torip-net.local/extra/reiki_int/reiki_honbun/k500RG00001018.html#e000000104
http://rkss.torip-net.local/extra/reiki_int/reiki_honbun/k500RG00001018.html#e000000104
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3,900円（同時に複数の銃砲等又は刀剣類の所持

の許可を受けようとする場合の２件目以後の許

可については、1,800円） 

(27) 略 

(28) 銃砲刀剣類取締法第７条の３第２項の規定

に基づく銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による猟銃若しくは空気銃又はクロスボ

ウの所持の許可の更新 次に掲げる区分に応

じ、それぞれに定める額 

ア 猟銃又は空気銃に係る新たな許可証の交付

を伴うもの １件につき7,200円（同時に複数

の猟銃又は空気銃の所持の許可の更新を受け

ようとする場合の２件目以後の許可の更新及

び同時に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１

号の規定に基づく猟銃又は空気銃の所持の許

可を受けようとする場合の許可の更新につい

ては、１件につき4,800円） 

イ クロスボウに係る新たな許可証の交付を伴

うもの １件につき7,200円（同時に複数のク

ロスボウの所持の許可の更新を受けようとす

る場合の２件目以後の許可の更新及び同時に

銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号の規定

に基づくクロスボウの所持の許可を受けよう

とする場合の許可の更新については、１件に

つき4,800円） 

ウ 猟銃又は空気銃に係る新たな許可証の交付

を伴わないもの １件につき6,800円（同時に

複数の猟銃又は空気銃の所持の許可の更新を

受けようとする場合の２件目以後の許可の更

新及び同時に銃砲刀剣類取締法第４条第１項

第１号の規定に基づく猟銃又は空気銃の所持

の許可を受けようとする場合の許可の更新に

ついては、１件につき4,400円） 

エ クロスボウに係る新たな許可証の交付を伴

わないもの １件につき6,800円（同時に複数

のクロスボウの所持の許可の更新を受けよう

とする場合の２件目以後の許可の更新及び同

時に銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号の

規定に基づくクロスボウの所持の許可を受け

ようとする場合の許可の更新については、１

件につき4,400円） 

(29)～(30の４) 略 

(30の５) 銃砲刀剣類取締法第９条の16第１項の

規定に基づく射撃練習を行う資格の認定 １件

につき9,300円（同時に複数の射撃練習を行う資

円（同時に複数の銃砲又は刀剣類の所持の許可

を受けようとする場合の２件目以後の許可につ

いては、1,800円） 

(27) 略 

(28) 銃砲刀剣類取締法第７条の３第２項の規定

に基づく銃砲刀剣類取締法第４条第１項第１号

の規定による猟銃又は空気銃の所持の許可の更

新 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

額 

ア 新たな許可証の交付を伴うもの １件につ

き7,200円（同時に複数の猟銃又は空気銃の所

持の許可の更新を受けようとする場合の２件

目以後の更新及び同時に銃砲刀剣類取締法第

４条第１項第１号の規定に基づく猟銃又は空

気銃の所持の許可を受けようとする場合につ

いては、１件につき4,800円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新たな許可証の交付を伴わないもの １件

につき6,800円（同時に複数の猟銃又は空気銃

の所持の許可の更新を受けようとする場合の

２件目以後の更新及び同時に銃砲刀剣類取締

法第４条第１項第１号の規定に基づく猟銃又

は空気銃の所持の許可を受けようとする場合

については、１件につき4,400円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(29)～(30の４) 略 
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格の認定を受けようとする場合の２件目以後の

認定については、5,600円） 

(31)～(70) 略 

２ 略 

 

 

(31)～(70) 略 

２ 略 

  

附 則 

 この条例は、令和４年３月15日から施行する。 
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規 則 

 鳥取県吏員等退職年金及び退職一時金に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和３年12月24日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第46号 

鳥取県吏員等退職年金及び退職一時金に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 鳥取県吏員等退職年金及び退職一時金に関する条例施行規則（昭和30年鳥取県規則第14号）の一部を次のよう

に改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（年金である恩給の受給手続） 

第39条 略 

 

 

 

 

 

 

２ 略 

（年金である恩給の受給手続） 

第39条 略 

２ 恩給法第11条第１項ただし書に規定する株式会社

日本政策金融公庫及別ニ法律ヲ以テ定ムル金融機関

（以下「株式会社日本政策金融公庫等」という。）

は、恩給給与金請求書（別記第33号様式）を作成

し、これを支給期月の５日までに知事に提出しなけ

ればならない。 

３ 略 

 

 

第40条 削除 

（恩給証書を担保に供したときの受給手続の例外） 

第40条 株式会社日本政策金融公庫等に恩給証書を担

保に供した者は、その期間中前条第１項及び第３項

に規定する手続を要しない。 

  

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 


